
（ ）

-

年度

-

-

-

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- 70.4

80

88 -

-

-

- -

1,023 682

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0524

年度28

-

80

-

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

％

平成２８年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

0 0 1,095 1,023 682

- 676

執行率（％） - - 62%

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

雇用情勢の改善や景気好転に伴い、建設、介護分野や若者の雇用管理に課題のある分野などにおける人材不足が懸念されており、その解消が急務となっ
ている。このため、分野ごとの雇用管理改善の進捗状況や特性を踏まえ、人材不足分野の事業主による雇用管理改善の取組を通じて「魅力ある職場」を創出
するための、雇用管理指導援助業務を推進する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

-

- -

補正予算

1,095

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善を図るために、以下の取組を行う。
・雇用管理指導援助業務
　雇用管理改善のための機運の醸成を図るため、労働局長や安定所長をはじめとした幹部職員が地域の経済団体や地元企業の役員等へのトップクラス指
導を集中的に実施する。
・雇用管理改善セミナー
　各都道府県労働局において、当該地域特有の人材不足状況等を踏まえつつ、魅力ある職場づくりの取組を事業主等に普及・啓発するための雇用管理改善
セミナーを開催する。
・人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業
　分野ごとの雇用管理改善の進捗状況や特性に応じて、人材不足分野の事業主の雇用管理改善の取組を支援し、魅力ある職場づくりを促進する事業を実施
する。
　【モデル調査コース】
　　事業主が取り組むべき雇用管理の内容が明確となっていない分野を対象に、雇用管理上の課題を抱える事業主に対し、その課題の解消に資する様々な
雇用管理制度をモデル的に導入・運用するためのきめ細かなコンサルティングを実施する。このコンサルティングの過程で得られたモデル取組事例につい
て、その導入効果やノウハウ等の検証・分析を行い、分野ごとの特性を踏まえた効果的な雇用管理改善方策を整理し、これを普及・啓発する。
　【啓発実践コース】
　　事業主が取り組むべき雇用管理改善の指針がある程度明確である分野を対象に、雇用管理改善の実践段階に課題を抱える事業主に対し、雇用管理改
善等アドバイザーによる相談支援を行い、業界ぐるみでの雇用管理改善の実践や、雇用管理改善に積極的に取り組む事業主を中心とした地域ネットワーク・
コミュニティによる地域ぐるみでの雇用管理改善の実践を促進する。
・生産性の向上と雇用管理改善の両立支援事業
　「生産性向上と雇用管理改善の両立企業表彰（仮称）」を新たに創設するとともに、ポータルサイトを開設し、表彰企業や他の優良な取組事例、雇用管理改
善に関する調査データや助成金等の情報を提供する

- -

-

- -

- -

制度導入割合

25年度

事業番号

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事
業 担当部局庁 職業安定局雇用開発部 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 雇用開発企画課
雇用開発企画課長
北條憲一

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

社会保障

-

-

（モデル調査コース）
人材不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業により雇用
管理改善のコンサルティン
グを受けた事業主のうち、
実際に雇用管理制度の導
入を図った事業主の割合
80％以上

実施方法

％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
雇用保険法第62条第１項第５号

主要政策・施策

労働保険特別会計雇用勘定



2,810

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- - 61 -

90

28年度活動見込

-

- - 3,329 1,070

26年度 27年度

- -

25年度

-

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 90

- - 117.3 - -

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

- -

- -

25年度 26年度 27年度

- - 93.8

80

--

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

- - 100 - -

- - 80 - 80

目標最終年度

- 年度

- - 98.2 - -

28 年度

28 年度

28 年度

28 年度

- - 86.8 - -

-

- - 98.2 - -

- - 90 - 90

計算式 　　X/Y

1,228,400

-

26年度

目標値

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

％

（啓発実践コース）
人材不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業により雇用
管理改善のコンサルティン
グを受け、かつ実際に雇用
管理制度の導入を図った
事業主の事業所における
制度導入から３か月経過後
の従業員の離職率が、前
年同期と比較して、改善し
ている事業主の割合80％

離職率改善割合

成果実績

活動実績 社

当初見込み 社

- - 60

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

（モデル調査コース）
人材不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業により雇用
管理改善のコンサルティン
グを受け、かつ実際に雇用
管理制度の導入を図った
事業主の事業所における
制度導入から３か月経過後
の従業員の離職率が、前
年同期と比較して、改善し
ている事業主の割合80％
以上

離職率改善割合

成果実績 ％

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

達成度

64,223,507／61

- 593,302,000／2,810

28年度活動見込

　　X/Y 761,305,000／1,070

-

- - 211,140 711,500

25年度

計算式

26年度 27年度

単位当たり
コスト

-

アンケート回答における
「評価」項目割合

成果実績

％

単位

円／社

％

目標値

単位

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ
モデル調査コース

X：「総委託額」
Y：「支援企業数」

単位当たり
コスト

27年度
中間目標

109.1-

25年度

％

達成度 ％

目標値

成果指標 26年度

80

- -

定量的な成果目標

成果指標

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

％

社

（モデル調査コース）
人材不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業により雇用
管理改善のコンサルティン
グを受けた事業主に対する
アンケート調査を実施し、
役に立った旨の評価が得ら
れた割合90％以上

達成度 ％

- - 108.5

- 80

（啓発実践コース）
人材不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業により雇用
管理改善のコンサルティン
グを受けた事業主のうち、
実際に雇用管理制度の導
入を図った事業主の割合
80％以上

成果指標

％

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改
善促進事業（モデル調査コース）における支援企業数

定量的な成果目標

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改
善促進事業（啓発実践コース）における支援企業数

110,556,000／90

算出根拠

28年度活動見込

- - 1,052,844

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ
啓発実践コース
X：「総委託額」

Y：「支援企業数」

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

単位

％

％

制度導入割合

成果実績

目標値 ％

達成度

定量的な成果目標

活動実績

27年度

-

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

社

円／社

活動指標

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

単位

単位当たり
コスト

単位

チェック  



- - - - -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％

政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

測
定
指
標

80

計

実績値 - -

諸謝金

委員等旅費

施策 地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図ること

政策 雇用機会を創出するとともに雇用の安定を図ること

-

年度

4

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度

80

593

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

人材不足となっている分野における雇用管理改善及び人材の確保が促進されることにより、施策目標の達成に寄与するものと考えられる。

-

歳出予算目

- -

2

改革
項目

分野： - -

26年度 27年度

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

4

職員旅費

-

達成度 ％ -

5

3

単位

-

931

-

28年度当初予算

-

-

年度 年度

- -

地域雇用機会創出事業等
委託費

成果実績

-

- -

年度

- -

目標値 -

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

- - -

単位

雇用管理改善促進事業(モデル調査コース)について調査対象事業所数の減(90→81)、
雇用管理改善促進事業(啓発実践コース)について実施分野をの見直し(介護＋建設→建
設)による委託費の減。

-

計画開始時
27年度 28年度

- - - -

1,023 682

庁費

年度

中間目標

-

-

目標値

-

目標最終年度

3



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

受益者である事業主等の負担を考慮した必要な経費等を負
担するものであり、妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

モデル調査コース及び啓発実践コースの一部の事業につい
て、入札の不調のため再公示による調達を行うこととなり、
事業期間の短縮を含む事業内容の見直しを行ったこと及び
競争入札の結果、入札金額が予定価格を下回ったこと等に
より生じたための不用である。

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

△
一部について、入札の不調のため再公示による調達を行う
こととなり、事業期間を短縮せざるを得ず支援企業数の見直
しを行った。

○

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

平成27年度のモデル調査コースについては、入札不調によ
る再公示により受託者との委託契約締結が5月末になったこ
とに伴い、調査対象、調査方法など事業の運営方針等を決
める第１回調査企画委員会の開催が6月下旬となり、事業全
体の進捗に遅れが生じることとなったため、コンサルティング
支援を受けた事業所のうち、実際に制度導入まで至った割
合が低い水準となった。

事業番号

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

人材不足がみられる分野では、全国的な雇用情勢の改善等
を背景に一層の人材不足が懸念される状況であり、これら分
野の人材確保・育成対策の強化を早急に図る必要がある。
本事業は人材不足分野における雇用管理改善を通じて人材
不足の解消を図るものであり、人材不足分野の人材確保と
いう政策目的達成に向けて、優先度の高い事業である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

改善の
方向性

モデル調査コースについて、平成28年度事業により雇用管理制度の導入を図った事業所について、一定期間経過後の導入効果等に関する調
査を実施するほか、平成28年度実施分とは別の人材不足分野における事業実施を検討する。
啓発実践コースについて、27年度実施分に係る事業の効果等について把握を行ったうえで、引き続き事業の見直し等を行い効果的に実施に
努めていく。

人材不足がみられる分野における雇用管理改善の取組を促進するための事業であり、広く国民や社会のニーズがある事業である。平成27年
度からの新規事業であり、27年度の事業実績等を踏まえ、効率的かつ効果的な事業実施となるよう執行を適正に管理していく必要がある。

事業名

‐

モデル調査コースでは、人手不足分野で雇用管理上の問題
を抱える事業主に対して、2カ年かけてその課題解消に資す
る支援を行い、その過程で得られた雇用管理改善のモデル
事例を同分野の他の事業所等に展開するものであるため、
平成28年度の成果物について活用する予定。

○

職業安定局長又は都道府県労働局長が認める事業の実施
に必要な経費に限定されている。

○
総合評価落札方式による調達を行い、雇用管理改善に係る
コンサルティングの実績があるシンクタンクや地域の実情に
精通した民間団体等を委託先として選定しているため、妥当
である。

○

評　価項　　目

人材不足がみられる分野では、全国的な雇用情勢の改善等
を背景に一層の人材不足が懸念される状況であり、これら分
野の人材確保・育成対策の強化を早急に図る必要がある。
本事業は人材不足分野における雇用管理改善を通じて人材
不足解消を図るものであり、国民や社会のニーズも高い。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

本事業は、国が行う雇用管理の改善に係る指導・援助と一
体的に運営することが望ましいため、国が実施すべき事業で
ある。

○



事
業
内
容
の

一
部
改
善

平成22年度

実際の人材不足分野における人材確保などの活動実績を把握し、事業効果を検証する仕組みを構築すること。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

-

平成24年度

平成27年度平成25年度

縮
減

-

平成26年度

２７年度より始まった事業で、人材不足分野での人材確保のための支援業務であるが、４業務を展開している。しかし２７年度の予算執行率は６２％で、当該事業
が有効に実施されているのかが不明である。アウトカムでもやや漠然とした目標であり、具体性に欠けるように感じられる。実際の人材不足に苦しむ分野での人
材確保実績を調査すべき。当該事業の展開方法を再検討すべきではないか。（増田 正志）

【事業執行率】
当該事業においては、平成27年度が事業初年度であったが、入札不調等により事業実施期間の短縮を余儀なくされたこと等により、執行率が
62％と低調となった。
【アウトカム指標の設定と実績把握について】
モデル調査コースでは、専門家による雇用管理制度の改善等の提案から「雇用管理制度の導入割合」や「離職率の改善状況」等をアウトカム指
標として設定し、個別企業毎に把握している。なお、啓発実践コースについて、これまで介護・建設の2分野で実施していたが、29年度は建設分野
についてのみ実施することとし、予算額の縮減を図った。

関連する過去のレビューシートの事業番号

新27-0024

-

外部有識者の所見

-

-

平成23年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

厚生労働省 

676百万円 

A.都道府県労働局（４７局） 

606百万円 

D.事務費 

6百万円 

・雇用管理指導援助業務の企画立案、労働局に対する業務指導等 

・雇用管理改善セミナーの資料作成等 

・雇用管理改善促進事業（モデル調査コース）の制度設計、調達、運用等 

・人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発

実践コース）の制度設計 

【予算示達】 

E.事務費 

13百万 

国 

・雇用管理指導援助業務の実施等 

・雇用管理改善セミナーの実施等 

・雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）の調達、運用等 

諸謝金、委員等旅費、雇用管理指

導援助業務用資料作成費、通信運

搬費、会議費等 

諸謝金、職員旅費、委員等旅費、借

料及び損料、会議費等 

B.民間企業等（2社） 

64百万 

委託【総合評価入札】 

・雇用管理改善促進事業（モデル調査コース）の実施 

委託【総合評価入札】 

C.民間企業等（44社） 

593百万 

・雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）の実



E.秋田局労働局 F. 

費　目

0計 1 計

計 275 計 6

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

庁費 雇用管理指導援助業務に係る経費 1

諸謝金 技術審査委員会謝金 0

C.公益財団法人Ａ D.本省事務費

費　目 使　途

委託費 雇用管理改善促進事業委託費 275 庁費 雇用管理指導援助業務ハンドブック作成等

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 22 計 38

費　目 使　途
金　額

(百万円）

21

B.株式会社Ａ社

委託費雇用管理改善促進事業委託費

費　目

事務費
諸謝金、職員旅費、委員等旅費、借料及び
損料、会議費等

雇用管理改善促進事業委託費

1

使　途

委託費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

6

金　額
(百万円）

A.愛知労働局

38



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

雇用管理指導援助業務に
係る経費

雇用管理指導援助業務に
係る経費

雇用管理指導援助業務に
係る経費

雇用管理指導援助業務に
係る経費

雇用管理指導援助業務に
係る経費

雇用管理指導援助業務に
係る経費

雇用管理指導援助業務に
係る経費

雇用管理指導援助業務に
係る経費

雇用管理指導援助業務に
係る経費

雇用管理指導援助業務に
係る経費

19

18

21

20

19

18

18

17

-

-

-

-

-

-

-

-

- - -

-

- -

法　人　番　号

-

-

-

-

-

-

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-

- -

-

-

-

-

-18

- 22

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

3

4

1

2

公益財団法人介護
労働安定センター

-

人手不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業(啓発実践
コース)の実施

275 総合評価入札 1

6

7

4

5

10

8

9

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

公益財団法人　日本
生産性本部

-

人手不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業(モデル調査
コース)の実施

27 一般競争入札 1

一般競争入札 2 95.3％2

81.6％

株式会社三菱総合
研究所

-

人手不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業(モデル調査
コース)の実施

38

-

-

-

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

10

-

- -

2

3

9

6

1

- -

-

- -

8

7

5 - -

- -

4

愛知局労働局

福島局労働局

東京局労働局

熊本局労働局

千葉局労働局

鹿児島局労働局

神奈川局労働局

青森局労働局

長野局労働局

栃木局労働局

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社労働調査
会

-

人手不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業(啓発実践
コース)の実施

76 総合評価入札 1

株式会社ひまわり
キャリアサービス

-

人手不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業(啓発実践
コース)の実施

15 総合評価入札 1

鹿児島SR経営労務
センター

-

人手不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業(啓発実践
コース)の実施

12 総合評価入札 1



7

8

5

6

職業訓練法人　熊本
市職業訓練センター

-

人手不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業(啓発実践
コース)の実施

12 総合評価入札 1

9

10

株式会社ルート -

人手不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業(啓発実践
コース)の実施

10 総合評価入札 1

特定非営利活動法
人ＬＭＣサポートセン
ター

-

人手不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業(啓発実践
コース)の実施

11 総合評価入札 1

青森県社会保険労
務士会

-

人手不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業(啓発実践
コース)の実施

11 総合評価入札 1

一般社団法人　栃木
県中小企業診断士
会

-

人手不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業(啓発実践
コース)の実施

10 総合評価入札 1

北海道社会保険労
務士会

-

人手不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業(啓発実践
コース)の実施

9 総合評価入札 1



D

E

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

9

10

7

8

山口局労働局 -
雇用管理指導援助業務に
係る経費

1 - - - -

宮城局労働局 -
雇用管理指導援助業務に
係る経費

1 - - - -

1

2

5

6

3

4

東京局労働局 -
雇用管理指導援助業務に
係る経費

1 - - - -

山形局労働局 -
雇用管理指導援助業務に
係る経費

1 - - - -

8

9

6

7

10

1

4

5

2

3

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

本省事務費 -
雇用管理指導援助業務に
係る経費

6 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

秋田局労働局 -
雇用管理指導援助業務に
係る経費

1 - - - -

愛知局労働局 -
雇用管理指導援助業務に
係る経費

1 - - - -

北海道局労働局 -
雇用管理指導援助業務に
係る経費

1 - - - -

和歌山局労働局 -
雇用管理指導援助業務に
係る経費

1 - - - -

宮崎局労働局 -
雇用管理指導援助業務に
係る経費

1 - - - -

沖縄局労働局 -
雇用管理指導援助業務に
係る経費

0 - - - -



別紙１

- 90

- - - - -

- - - -

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 28 年度

-

- - 109.9 - -

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 28 年度

年度

- - 98.9 - -

- - 90 - 90

- -

- 90

目標値 ％

成果実績 ％

単位
28 年度

25年度 26年度 27年度
中間目標

- - -

- - -

目標最終年度

-

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

（啓発実践コース）
人材不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業により雇用管
理改善のコンサルティング
を受けた事業主に対するア
ンケート調査を実施し、役に
立った旨の評価が得られた
割合90％以上

アンケート回答における「評
価」項目割合

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

シンポジウム参加企業のう
ち、役にたったと回答する
企業の割合９０％以上

シンポジウム参加企業のう
ち、役にたったと回答する
企業の割合

成果実績

目標値 ％

％

達成度 ％

目標値 ％

成果実績 ％

単位

- - - - -

- - -
ポータルサイトが役にたっ
たと回答する企業の割合９
０％以上

ポータルサイトが役にたっ
たと回答する企業の割

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％


